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1． 研究の背景と目的  

　保育施設の設計計画においては建物形態，空間構
成やその特性などが，保育者や子どもの動き，保
育実践に影響を与えるものとして重要であるとい
える。
　既往研究では，浦ら 1）が一斉型保育と自由型保
育，両者並存型の保育形態を取りあげ，保育室と遊
戯室の型に着目して保育形態との関わりを明らかと
したほか，青木ら 2）が異年齢集団に着目した空間構
成の類型化分析などの研究を行っているが，建物形
態，空間構成，空間特性の要素がどのような保育空
間としての特性をもたらすか，またそれらがどのよ
うな保育方法に見合うかといった詳細な分析にまで
は至っていない。

2． 研究方法  

　そこで本稿では，特に建物形態，空間構成，空間
特性を，保育施設建物の構成要素と位置付け，類型
化分析を行うことによりこの点を明らかにしたいと
考える。具体的には第一に，『新建築』誌に掲載の，
幼稚園，保育所，認定こども園等の保育施設を抽出
し，その建物形態，空間構成・特性などの要素を観
察変数とした数量化 3類分析を用いて，それらがど
のような潜在的特性を持つかを分析する。第二に，
分析対象の保育施設作品をクラスタ分析により類型
化し，特徴的な事例を示したうえで，各類型の建物
を構成する要素を明らかにする。最後に各類型がど
のような保育方法に見合うものかを考察し，結論と
する。

3． 分析対象とした『新建築』誌の保育施設作品  

　平面計画の類型化分析では，小川が『新建築学大
系 29学校の設計』 3）で 1960～ 1980年代の『新建築』
誌，『建築文化』誌掲載の 44作品の施設を対象に幼
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稚園の建物形態，設備（便所）の設置状況，遊戯室
の位置について分析しているが，1960年代以前及
び，1980年代以降の保育施設建物を含めた分析は
行われていない。本項では，『新建築』誌を日本の
代表的な建築のジャーナリズムと捉え，既往研究で
は扱われていない創刊当初から現在までに掲載の保
育施設作品を対象として類型化分析を実施すること
とし，以下に掲載作品について概観する。

3-1． 掲載作品数の推移  
　雑誌『新建築』誌が創刊された 1925（大正 14）
年から 2016（平成 28）年までに掲載の保育所，幼
稚園，認定こども園，託児施設，子育て支援セン
ター等の保育関連施設を抽出したところ，掲載総数
は 247作品にのぼった。内訳は保育所 102，幼稚園
119，認定こども園 18，その他 8作品であった。
　年ごとの掲載作品数を示した Fig. 1を基にその推
移をみる。『新建築』誌では建物用途ごとに特集号
が組まれる機会があり，その用途の建物が当時世に
おいて重要な位置づけにあることを意味するもので
ある。2000（平成 12）年以前で保育施設の特集号が
組まれたのは 2度，最初の特集号は 1954（昭和 29）
年 8月号で，日本の幼稚園と保育所，各 5作品と海
外の保育施設作品，保育施設における建築計画の方
法等が紹介されている。八幡幼稚園，村の保育所，
なおみ母子福祉センターなど，当時の代表的保育施
設作品のほか，L.V.グループらによるあすか保育所
のケーススタディ，当時保育施設の設計を多く手掛
けた河野通祐（児童施設研究所主宰）や，吉見静江
（厚生省児童局保育課長）による児童福祉施設最低
基準の解説が収められており，当時の保育施設設計

を知るうえで重要なものとなっている。掲載作品の
多くは，川添登による『建築学大系 32』 4）などでも
紹介された，当時のモデル園であり，現在の設計計
画の基となるものともいえる。
　1956（昭和 31）年の幼稚園教育要領の整備以降は，
徐々に幼稚園作品の掲載がみられ，1965（昭和 40）
年の保育所保育指針の整備以降は，保育所作品の掲
載も増えている。保育所整備の需要が高まりを見せ
るなかで，1977（昭和 52）年 7月には次の特集号，
『保育所の環境づくり』が創刊された。
　その後 1980～ 2000年代にかけては年間 1～ 5の
幼稚園，保育所作品が，2006（平成 18）年の認定こ
ども園法成立後は，認定こども園作品の増加もみら
れる。特集号は 2011（平成 23）年以降，毎年組まれ
ており，待機児童問題などで保育施設への関心が高
まる昨今の時世を反映したものであるといえる。
　247の掲載作品のうち，国外作品，乳幼児保育を
目的としていないもの，小規模増改築作品を除き，
誌面から建物概要，平面計画，作品解説を読み取る
ことができたものは，保育所 95，幼稚園 90，認定
こども園 18の合計 203作品で，これらを分析の対
象とした（Table 1）。

3-2． 掲載作品の建物概要  
〈敷地面積，延床面積〉    
　分析対象とした 203作品のうち，誌面から敷地面
積，延床面積の情報が得られた 184作品について都
道府県ごとの平均値を算出し，その分布を Fig. 2に
示した。敷地面積は約 1,000 m2～ 15,000 m2代まで
と幅広く，そのうち 2,000 m2～ 4,000 m2代の区間
が最も多かった。延床面積は約 400 m2～ 2,200 m2

Fig. 1　 Transition in the number of childcare facilities published in 
“SHINKENCHIKU” magazine  (n = 247)
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Fig. 2　Average of site area and total floor area by prefecture (n = 184)

Table 1　List of childcare facilities
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代までであり，そのうち 500～ 1,000 m2代の区間
の作品が最も多い結果となった。
　回帰直線の傾き（y＝0.1627x）は敷地面積に対す
る延床面積，すなわち容積率 16.27%であり，敷地
に対して比較的ゆったりと建てられた作品の掲載が
多いといえる。東京都，大阪府などの都市部におい
てはやや回帰直線を上回る傾向にはあるものの，敷
地面積，延床面積，容積率において，都道府県によ
る大きな差異は見受けられなかった。尚，特に年代
の古い作品については，誌面の記載および HPなど
からも園児数が特定できなかったため，各面積と園
児数との関係は分析していない。
〈構造種別，建物階数〉    
　Fig. 3は分析対象とした 203作品のうち，誌面か
ら構造種別が読み取られた 190作品における年代ご
との構造種別の分類である。1945（昭和 20）年以前
ではW（木）造建築が主流であったのに対し，戦後
は RC（鉄筋コンクリート）造，S（鉄骨）造の作品
もみられるようになった。1970（昭和 45）～ 1990（平
成 2）年にかけては，好景気などを背景のひとつと
して RC造作品が増えるが，1990年代以降は再び多
様な構造種別が選択される様子がみられる。
　保育需要の高まりによる都市部での建設の増加，
鋼材の価格変動による建設費の高騰など，様々な情
勢を考慮し，適宜 RC造や S造が選択されるように
なったことなどもその要因と考えられる。2010（平
成 22）年以降は再びW造が増加するが，「公共建
築物等における木材の利用の促進に関する法律」の
成立（2010（平成 22）年）や，大断面集成材，接
合金物開発による大規模W造建築構法の進歩，環
境負荷への関心の高まりなどがその背景にあると考

えられる。
　年代ごとの建物階数をみると（Fig. 4），保育所，
幼稚園は共に 1970（昭和 45）年以前は平屋建が多
くを占めていたが，1970年代以降には 2～ 3階建の
作品が増加している。1968（昭和 43）年の「児童
福祉施設最低基準」の改正で，一定の防災上の構造
設備を備えれば保育室又は遊戯室を 2階以上に設け
ることができるようになったこと，保育需要の高ま
りへの対処として狭小の敷地も有効活用するように
なったことなどが要因のひとつとして考えられる。
　2010（平成 22）年以降は 5～ 6階建の保育所，
認定こども園がみられるようになり，都市部におけ
る新たな保育所のかたちを窺い知ることができる。
2014（平成 26）年の「児童福祉施設の設備及び運
営に関する基準」改正で，保育室又は遊戯室を 4階
以上とする場合の緩和措置が定められたことによ
り，今後はこのようなビル型保育施設が増えること
も予想される。
　認定こども園では，平屋，2階建が 7作品ずつと
最も多い一方で，3階建 2作品，4階，5階建各 1
作品と 3階建以上のものもみられた。認定こども園
は，保育所，幼稚園の両者の機能と面積基準を満た
す必要があり，新設にはある程度の面積規模が必要
となることから，都市部では階数を確保して対処す
る例が多いことなどもその要因と考えられる。

Fig. 3　Structure type by age (n = 190) Fig. 4　Building floor number by age (n = 203)
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4． 建物形態と空間構成，空間特性との関係  

　ここでは，Fig. 1の保育施設 203作品を分析対象
に，建物形態と空間構成，空間特性を示す 13の観
察変数を設定してその該当の有無を判別し，その結
果を用いて数量化 3類分析を行い，観察変数が持つ
潜在的特性を見出すことを目的とする。13の観察
変数を用いた分類例を Fig. 2に示す。
　建物形態の分類種別は，〈I・L型〉，〈コの字・中
庭型〉，〈集中型〉，〈分棟型〉の 4種類とし，空間構
成・要素の観察変数は，子どもの一日の活動場所と
なる保育室，遊戯室，トイレ等の衛生設備を中心と
して，その性質や構成，配置の状況を判別できる項
目とした。尚，観察変数のうち，保育室の独立性の
有無は，個々の保育室が分散配置されている，また
は壁や空間などにより，保育室どうしが分離してい

る状態を有りとして判別した。また N（保育室）・P（遊
戯室）構成では，保育室への動線が遊戯室を介する，
または間仕切り壁などで遊戯室と保育室が一体とな
る状態を，NP近接型として判別している。
　上記の分類を集計した結果，建物形態では I・L
型が 91，コの字・中庭型が 54，集中型が 38，分棟
型が 20作品であった。さらに詳しい建物形態の種
別では，L型が 43と最も多く，次いで I型 38，集
中型が 34作品と多い結果となった（Table 3）。ま
た，空間構成・要素をみると，保育室の特性では，
内外連続性を持つものが 82.8%と多く，保育室の
独立性を持つものは 49.8%と半数弱みられた。保
育室内にロフトや吹抜け空間を持ち，垂直性が認め
られたものは 9.4%と少なかった。また，保育室種
別ではクラス別が 73.9%と最も多く，ワンルーム
は 22.2%，ゾーン別は 3.9%と少ない結果であった。

Table 2　Classification example

Table 3　 Cross-tabulation of building form and space composition, spatial 
characteristics (n = 203)
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NP構成では，NP分離型が 47.8%とほぼ半数を占
め，NP近接型が 29.6%，N型が 16.7%，NP兼用型
は最も少ない 5.9%であった。衛生設備の配置では，
複数クラスがひとつのトイレを共用する多室型が
46.8%と最も多い結果であった。二室にひとつ，ま
たは各室トイレはそれぞれ 31.0%，22.2%と比較的
少ない結果となった（Table 3）。
　集計結果を基に，建物形態と空間・要素とのクロ
ス集計を行った結果，建物形態と保育室の特性との
クロス集計（Table 3）では，保育室の独立性が分棟
型に，垂直性が集中型に，内外連続性がコの字・中
庭型に多くみられた。保育室種別とのクロス集計で
は，ワンルームが集中型に，クラス別とゾーン別が
分棟型に多くみられた。NP構成とのクロス集計で
は，NP近接型と NP兼用型が集中型に，NP分離型
がコの字・中庭型に，N型が分棟型に多くみられた。
衛生設備配置とのクロス集計では，各室配置が分棟

型に，二室配置がコの字・中庭型に，多室型が I・
L型に多くみられる結果となった。
　これらのクロス集計の結果の有意性についてχ2
検定を行った結果（Table 3），分棟型が保育室に独
立性を保つ場合に最も有意であることが解った。NP
構成では，NP近接型と NP兼用型には集中型が，N
型には分棟型が有意である一方で，NP分離型には
集中型があまり有意でないこと，衛生設備配置では，
各室配置が分棟型に，二室配置がコの字・中庭型に
有意であることが明らかとなった。このことから，
NP構成や衛生設備配置などの空間構成には建物形
態による影響があることが推測される。

5． 観察変数の潜在的特性分析  

5-1． 数量化 3類による分析   

　集計結果を数量化 3類にて分析し，得られた 13
の観察変数の得点（Table 4）をプロットして軸の解
釈を試みた（Fig. 5）。観察変数の得点では，第 1軸（X
軸）の一方に NP兼用型やワンルーム型保育室など，
空間用途が可変的な変数，他方には NP分離型やク
ラス別保育室など，空間用途が限定された不変的な
変数がみられた。空間の可変性は室内の模様替えや
活動の転換を生み，動的な保育実践となり得ると考

Fig. 5　Plot and classification of observation variables

Table 4　Score of observation variables
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えられる。また空間の不変性は施設内における子ど
もの移動の負担を減らし，活動の落着きや安定性を
生み，静的な保育実践となり得ると考えられること
から，第 1軸（X軸）は空間の動的性質と静的性質
を示すものと解釈した。また第 2軸（Y軸）では一
方に NP兼用や衛生設備の多室利用など，共有的な
空間利用の性質の変数がみられ，他方にゾーン別保
育室や衛生設備の各室配置など，専有的な空間利用
の性質の変数がみられた。多人数での共用的な空間
利用は集団性を育み，専有的な空間利用は子どもの
個別の活動や生活リズムに適応した保育実践を促す
と考えられることから，第 2軸（Y軸）は空間の集
団的性質と個別的性質を示すものと解釈した。

5-2． クラスタ分析による類型化   

　さらに 13の観察変数をクラスタ分析 注 1）により 4
つに分類し（Fig. 5）それぞれに含まれる項目から，
〈一般型〉，〈展開型〉，〈可変型〉，〈個別型〉と名付
け，その特徴を以下のように考察した。
　〈一般型〉は独立性，クラス別保育室，衛生設備
の二室配置，NP分離型などの項目を含み，静的で
安定した落着きがあり，集団性と個別性の両者を含
む一般的な保育実践に見合う型と考えられる。
　〈可変型〉はワンルーム形式や NP兼用型などの
項目を含み，保育計画の変化に合わせた多様な保育・
活動形態に対応し易い型と考えられる。しかし，模
様替えを伴うことが想定されることから，落ち着い
た雰囲気の保育実践には見合わないともいえる。
　〈展開型〉は保育室の垂直性や NP近接型など，
縦や横に空間が拡がりを持ち，活動が空間をまたい
で展開することが期待でき，自然な活動の展開や連
続性を重視する保育実践に見合う型と考えられる。
　〈個別型〉は各室衛生設備や N型，ゾーン別保育
室などの項目を含み，子どもの活動や生活リズムに
個別的に対応する保育実践に見合う型であると考え
られる。ゾーン別保育室では活動目的に合わせて設
えられた空間を子どもが移動し，個別的でありなが
らも活気ある雰囲気の保育実践が想定できる。

6． 保育施設作品の類型化分析  

6-1． クラスタ分析による類型化   

　数量化 3類による 203作品のサンプルにおける得
点をクラスタ分析 注 2）により，5つのクラスタに分

類した（Fig. 6）。観察変数の構成から，各クラスタ
の特徴を読み取り，それぞれ〈一般クラス型〉，〈個
別クラス型〉，〈設備共有型〉，〈ワンルーム型〉，〈独
立空間型〉と名付けた。各類型の特徴を該当する保
育施設の事例を交えて考察する。
　〈一般クラス型〉は 40施設が所属し，「No.53」，
「No.123」の事例にみられるように，クラスが並列
して配され，Pが保育室と分離し，衛生設備も複数
クラスで共有するという特徴を持つ。従来型の一般
的なクラス別保育に適う型といえる。
　〈個別クラス型〉は最も多くの 76施設が所属する。
クラス別の事例が多いという点で上記〈一般クラス
型〉と共通するが，保育室間に緩衝空間や壁を設け
る（「No.38」，「No.56」，「No.192」），保育室を雁行
配置する（「No.82」）などにより，保育室の独立性
が確保される点が特徴的である。衛生設備を二室で
共有する事例が多くみられ，個別的なクラス別保育
が適う型であるといえる。ワンルーム型もこの類型
に属するが，「No.73」，「No.113」の事例では保育空
間が家具や衛生設備で間仕切られ個別的であるとい
える。またFig. 6の位置関係から，NP分離（「No.38」），
近接（「No.82」，「No.192」）の別より，動的・静的
性質が位置づけられると考えられる。
　〈設備共有型〉は 22施設が該当する。衛生設備を
共有することで子どもの移動が伴うため，動的な保
育に見合う型であるといえる。この類型には保育
室，NP構成ともに多様な形態が属しており，Fig. 6
の位置関係から「No.161」にみられるワンルーム型
保育室などとするとより動的な性質を，「No.130」
にみられるゾーン別保育室などとするとより個別的
な性質を帯びるものと考えらえる。
　〈ワンルーム型〉は 14施設が所属する。「No.43」，
「No.179」にみられるように，間仕切りで空間がワ
ンルームに変化したり，遊戯室と一体化するという
点で，多様な活動を想定する保育に適う型であると
いえる。
　〈独立空間型〉は 51施設が所属する。「No.23」，
「No.145」のように保育室が分離するなどして独立
性が高く，さらに各室に衛生設備を配する事例が多
いことから，子どもの主体性に合わせた個々の活動
を重視する保育に見合う型であるといえる。建物形
態は，分棟型，中庭型，集中型と多様な形態をとっ
ている。Fig. 6の位置関係からワンルーム形式でも
「No.34」のような NP兼用型では動的性質が高ま
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り，「No.173」のような事例では，垂直方向に動的
になる傾向にあると考えられる。近年では，保育室
がゾーン別に分離配置され，廊下でつながるような
（「No.174」）多様な形態の保育施設もみられるよう
になっている。
　尚，観察変数の内外連続性が該当する作品は 168
作品，全体の 82.7%にのぼり，全ての類型におい
て該当率が高い結果となった。

6-2． 各類型の構成要素の分析   

　Fig. 6に挙げた作品事例に該当する観察変数から，
類型ごとの空間構成要素を整理した（Table 5）。理

想とする保育実践の型に合わせ，どのような空間
構成や要素を備えるべきか検討する際のひとつの目
安となり得ると考えられる。また同じ類型に属す
「No.23」，「No.60」，「No.145」の建物形態はそれぞ
れ分棟型，中庭型，集中型と多様な形態であるよう
に，異なる建物形態であっても同じ保育空間の特性
を備えることができるといえる。

7． まとめ  

　以上の分析から次のことが明らかとなった。
　第一に，保育施設作品を対象に建物形態と空間構

Fig. 6　Plot and classification of samples
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成，空間特性を示す 13の観察変数を設定してその
該当の有無を判別して数量化 3類分析を行った結
果，各変数に動的性質と静的性質，集団的性質と個
別的性質の特徴が見出された。さらにクラスタ分析
からは，保育実践の型として，〈一般型〉，〈可変型〉，
〈展開型〉，〈個別型〉が，また〈一般型〉は集団性
と個別性の両者を含む一般的な保育実践に見合う型
で，独立性，クラス別保育室，衛生設備の二室配置，

NP分離型が，〈可変型〉は保育計画の変化に合わ
せた多様な保育・活動形態に対応し易い型で，ワン
ルーム形式，NP兼用型，〈展開型〉は活動の展開や
連続性を重視する保育実践に見合う型で，垂直性，
NP近接型が，〈個別型〉は，子どもの活動や生活リ
ズムに対応する保育実践に見合う型で，各室衛生設
備，N型，ゾーン別保育室がそれぞれ見合うことな
どが明らかとなった。

Table 5　Spatial component of each type

Table 6　Spatial component of each childcare method
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　第二に，数量化 3類における保育施設作品の得
点をクラスタ分析により類型化した結果，〈一般ク
ラス型〉，〈個別クラス型〉，〈設備共有型〉，〈ワン
ルーム型〉，〈独立空間型〉の建物類型に分類され
た。〈一般クラス型〉は一般的なクラス別保育に適
う型で，クラスが並列して配され，Pが保育室と分
離し，衛生設備も複数クラスで共有するなどの特徴
を，〈個別クラス型〉は個別的なクラス別保育が適
う型で，保育室の独立性が確保され，衛生設備を二
室で共有するなどの特徴を，〈設備共有型〉は動的
な保育に見合う型で，衛生設備を共有する，保育室，
NP構成共に多様な形態が属するなどの特徴を，〈ワ
ンルーム型〉は多様な活動を想定する保育に適う型
で，間仕切り等により空間がワンルーム化する，遊
戯室と一体化するなどの特徴を，〈独立空間型〉は
子どもの主体性に合わせた個々の活動を重視する保
育に見合う型で，保育室を分離するなどして独立性
を確保する，各室に衛生設備を配するなどの特徴を
持つことが明らかとなった。さらに，これらを建物
類型ごとに整理して，それぞれの空間構成要素を示
した。
　以上から各類型の建物構成要素が明らかとなり，
これらの結果は以下の表（Table 6）のようにまとめ
られた。保育方法に基づき保育施設の計画を行う際
の，空間づくりにおけるひとつの目安となり得るも
のであるといえる。

〔要　約〕
　本稿では，日本の代表的な建築ジャーナリズムで
ある『新建築』誌において，1925（大正 14）年か
ら 2016（平成 28）年に掲載された保育所，幼稚園，
認定こども園等の保育施設，203作品を対象に，数
量化 3類分析とクラスタ分析を行い，建物形態，空
間構成，空間特性などの要素の潜在的な特性を見出
すと共に，保育施設作品の類型化分析から，各類型
に特徴的な建物構成の要素を明らかにし，それらが
どのような保育方法に見合うかを検証した。
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  注

1）  変数の類型化を目的として，距離計算に√（2－
2×相関係数）を用い，ウォード法により 4つ
のクラスタに分類した。

2）  サンプルの類型化を目的として，距離計算に
ユーグリッド距離を用い，ウォード法により 5
つのクラスタに分類した。
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